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（全入時代におけるキャリア形成支援 ３， 社団法人日本私立大学連盟 就職委員会 就職支援
研究分科会 ２００６年６月）
４．日本におけるキャリア教育・キャリア形成支援の時代性
（「私立大学の独自性を活かすキャリア形成支援」より）
１）今，なぜキャリア教育・キャリア形成支援が必要なのか
景気回復とともに雇用情勢が改善され，学卒の就職率がよくなったとしても，日本におけるキャ
リア教育の必要性は強まりこそすれ，決して消えることはない。それはなぜだろうか。一つは，キャ
リア教育・キャリア形成支援の必要性を認識することは，それが教育改革の重要な切り口であると
いう問題意識とつながっているからである。様々な社会的背景が要因となり，若者たちが精神的自
立を遂げにくい状況がある中で，キャリア教育・キャリア形成支援の課題は深刻さを増している。
もう一つは，グローバル化の中で日本の経済社会が構造的に大きく転換し，その産業構造の変化に
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伴って組織や雇用のあり方，仕事の仕方が変化しているからである。日本経済のグローバル化とい
う歴史的な転換期に日本の教育が直面し，その改革を迫られていることの象徴的な表われが「キャ
リア教育・キャリア形成支援の必要性」なのである。経済産業省が産業界の声を集約する形で大学
教育界に問題提起した「社会人基礎力」の要請は，まさにこの間の事情を物語っている。
２）これまでのキャリア上の価値観とその弊害
戦後の高度成長を通じて作りあげられたキャリア上の価値観がある。それは，「僕らは親から，
良い会社に入ると良い人生になるから勉強して良い大学に入れと言われて育った。大企業で安定し
た生活を送ることが人生の目標だった」という言葉に表される。（団塊の世代である弘兼憲史氏の
言葉， 日本経済新聞２００７年８月２７日）。だから，子供たちは偏差値をあげるためにひたすら尻を
叩かれた。しかし，大学で何を勉強すると良い会社に入れるのか，仕事ができるようになるのかは
はっきりしないままであった。
このキャリア上の価値観の困った点は，大学へ入学した時点で目標を達成してしまい，燃え尽き
てしまう学生が多いという点である。そして不幸にも目標の大学へ入れなかった学生の中には「不
本意な大学」に入ってしまったというトラウマとコンプレックスを引きずるものが絶えない。２０代
が人間としてもっとも成長する「黄金の時代」であるにも関わらず，どちらの場合も大学で「伸び
よう」というモチベーションと志を失うのである。皮肉にも「大学は遊ぶところ」と公言しても誰
も叱る者がいなくなった。この状況に安住したのが，これまでの日本の大学である。高度成長の時
代，受験生は増加の一途をたどり，また大学がさしたるキャリア教育・キャリア形成支援をおこな
わなくとも，学生はどこかしら就職先を見つけることができた。放っておいても，学生自身がそれ
なりに人間的にたくましく成長していった時代であった。しかし，今若者が自立心を容易に持てな
い時代を迎えている。他方で若者を取り巻くビジネス社会のあり方は大きく転換し，創造力のある
たくましい人材がより一層切実に求められる時代になったのである。
「今は良い大学を出て良い会社に入っても，いつリストラされるか，会社がつぶれるか，M&A
で乗っ取られるか分からない」（弘兼氏）時代である。重要なのは，大企業であっても保障の限り
ではないことを教えればいいというのではなく，若者の間にいつの間にか定着してしまった「ぶら
下がり志向」あるいは「寄らば大樹の陰」とばかり保守的に構えてしまう傾向のある若者の姿勢を
もっとたくましく，高い志に向かって教育しなければならないという点である。そのために日本の
キャリア教育・キャリア形成支援は，まずこれまでの単純なキャリア上の価値観から脱却すること
から始めなくてはならない。無目的に偏差値を上げるための勉強でなく，日本の将来を見据え，何
になりたいのか，どんな仕事をしたいのか，その志を実現するために学ぶのだという学生のモチベ
ーションを回復しなければならないのである。
３）偏差値至上主義の弊害
進学のための受験競争は子供たちの基礎学力を身につけさせ，その達成度を評価する上で避けら
れないプロセスではある。しかし，受験勉強は正解が必ずあり，標準化された問題を解くトレーニ
ングが主とされる。そのため，問題発見能力や問題解決能力との開発につながらない，広く浅く記
憶することが重要であるため深く知ろうとする意識を失う，個人的な閉ざされた環境になる傾向が
あり他者とのコミュニケーション能力不足となる，などの弊害が指摘されている。
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今，社会から要請されているキャリア教育とは，このような弊害をいかに穴埋めしていくかとい
う問題に関わっているのである。
４）キャリア上の価値観の転換（多様なキャリアパスと多様なキャリア上の価値観）
これまでは，卒業時点でどんな業種のどの企業に就職するかという「就社」型のキャリアデザイ
ンで済んだ。しかも大手企業であれば会社に生涯ぶら下がれるのでそれに越したことはないという
単純極まりない価値観であった。
しかし，これからは業種や会社のタイプを決めればよいだけではない。日本企業の人事政策にお
いて成果主義の導入には今後も紆余曲折が伴うであろうし，また，組織における協働の成果をどう
評価するか，また人材の能力開発をいかに組み込むか等の多くの課題があるが，能力主義へ移行す
る流れは止まらない。このような時代には，一人ひとりが人生の様々な節目の中で自分の能力開発
をにらみながら昇進にチャレンジしたり，場合によっては転職したり，仲間と起業したり，時には
子育てに専念したり，ある年令からは趣味を活かすことに重きを置いたり，地域での社会貢献に力
を注いだりといった多様なキャリアパスを視野に入れられるだけの柔軟な姿勢が求められる。つま
り，卒業時における仕事の種類だけでなく，働き方や人生の時間軸の上でのキャリアの選択が，様々
な価値観の中で一人ひとりに問われてきている。企業の側もそれに対応し，適切な人材を確保する
ために柔軟な雇用のあり方を模索していくだろう。
（私立大学の独自性を活かすキャリア形成支援一章 社団法人日本私立大学連盟 学生委員会
キャリア形成支援研究分科会 ２００９年２月）
５．キャリア教育で目ざすべき能力
経産省で出した「社会人基礎力」というのは，偏差値ではダメだという問題意識はわかるのだが，
今ひとつ議論が生煮えに終わっている。どの点が生煮えかというと，受験勉強や座学の延長線で身
につく能力とキャリア教育で身につけさせるべき能力との区別がついていないという点である。上
記の後者の報告はその点を煮詰めたつもりである。それを図で表したのが図 Cと図 Dである。
図 Cは受験勉強や座学の延長で身につく能力の分類である。これらの能力の特徴は，正解が何
らかの形で（例えば標準的な教科書が存在するとか）与えられているような問題に対する対応力と
いう点である。
図 Cのプレゼン能力は，本来はコミュニケーション能力とすべきものであるが，日本の教育で
は欠落している。とくに受験勉強ではそうである。かろうじて大学教育の場でプレゼン能力くらい
は鍛えられるかもしれないという程度である。
図 Cと図 Dとは三つの能力を示す三つの円で構成されているが，重要なのはそれぞれの円が重
なり合っているということである。
図 Cにおいては，２．プレゼン能力（コミュニケーション能力）と3．論理的思考力との間にでき
る領域はディスカッション能力（あるいはディベート能力）ということになる。これも日本の教育
ではなかなか鍛えられない。実際，日本人は苦手である。また，１．情報収集力（学ぶ力）と２．プレ
ゼン能力（コミュニケーション力）との共有領域は他人（異質な人間）の考えを受け容れる力であ
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る。人間の柔軟性といってもよい。そして３．論理的思考力と１．学ぶ力（情報収集力）との間の共有
部分は情報を整理したり分析したりする力ということになる。このように図 Cは座学（つまり大
学を含む学校の場）で身につく力を分類したものである。大学のゼミナールのような少人数の勉強
の場がうまく活かされると好奇心が刺激され自主的に学んだり情報を集めたりといったアクティブ
図 C 座学で身につく能力
図 D キャリア教育で目指す能力
（学ぶ力，好奇心）
（コミュニケーション力）
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ラーニングが行われたり，コミュニケーション力やディスカッションの能力は育つ可能性はあるが，
実は大学においてもそこまで能力を高める教育を実践しているところは稀である。ましてや受験勉
強のレベルでは及ぶべくもない。
もっと重要なのは，そういった座学の延長で身につく力とは違う社会で要求される力の方である。
図 Dの特徴は，実社会に出て試される能力という意味を持っている。情報の不完全性や将来の不
確実性があり，正解はないに等しい。いや問題がどこにあるのかさえわからない。そういう状況の
中で試される能力という意味である。キャリア教育で目指すべきはこのような状況への対応力であ
る。
６．キャリアデザインセンターの立ち上げ
本学におけるキャリア教育の必要性を事あるごとに発言して回ったが，キャリアセンター設立に
は紆余曲折があり時間がかかった。やっと２００５年にキャリアデザインセンターが発足し，学生部長
からセンター長に就任した。
最初に手掛けたのは課題解決型インターンシップであった。これは川崎市との共同企画として立
ち上げたものである。川崎市役所で行った記者レクでの配布資料に使った文章を以下に載せる。
課題解決（地域密着）型インターンシップ
― 専修大学が川崎市と連携し地域貢献プログラムを開発 ―
２００６年４月から専修大学では，川崎市と連携し，地域の中小企業や団体が抱えている課題
の解決のために，本学の学生達が日頃学んでいる専門的知識や若いエネルギーを提供・活用
するという教育プログラムをスタートさせました。いわば専修大学発の地域貢献プログラム
であると同時に，実践的教育を切り口とした新しいスタイルの産学官連携の試みでもありま
す。これによって学生達にとっては実践を意識した学びの場と，自分の勉強が社会に役立つ
のだという高いモチベーションが与えられることになります。また教員の教育指導を通じ学
生を側面からサポートすることによって，大学そのものが間接的に地域貢献を果たすことに
なります。
このプログラムのねらいは以下の３点に集約されます。
①大学の教育資源を地域の課題解決に活用
各自治体は，それぞれ地域の産業振興，商店街の活性化，社会貢献活動の支援等の課題解
決に努力していますが，今回の試みは，大学の教育資源をそのような地域の課題解決のため
に活用しようとするものです。自治体は，そのために大学と地域の企業・団体とを仲介し結
びつける上で要の役割を担うことになります。
②実践的教育・研究とキャリア教育の場の創出
大学には，理工系学部以外にも，人文・社会系，情報系といった広い分野において，実践
的な課題解決に関わる研究分野が存在しています。それらを専門的に学ぶ学生達が，地域の
中小企業や商店街，あるいは NPO法人が抱えている課題を経営者と共に考え，その解決策
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を練るということを通じ，モチベーションの高い極めて実践的な学びの機会が与えられます。
ゼミナール単位でチームとして取り組めば，教員の指導やアドバイスも得られ，研究成果と
しての質の高さも期待できると思います。
また学生には，経営者の方々との対話や現場の仕事を直接見聞きする中で，仕事やビジネ
スの感覚を磨き，組織や社会の在り方について考えを深めることができます。つまり効果的
なキャリア教育の場ともなります。
③若い世代の感覚やエネルギーの活用
地域の中小企業や商店街あるいは NPO法人にとって，若い世代の感覚やエネルギーは貴
重な資源です。マーケティング戦略を練ったり，商品開発を行ったりする上で，経営者にとっ
て思わぬ発見や新鮮な着想に出会うことが期待されます。イベントの企画・立案をする際に
も若者らしい発想を活用することが可能となります。また学生達との対話の中から，これか
らの人材育成と開発のヒントが生れることも考えられます。
専修大学キャリアデザインセンター
最初の年から，これは大成功を収めた。そのねらいは，課題解決力である。正解などない実践的
な課題に学生たちを立ち向かわせる。それがチャレンジングであればあるほど学生たちも燃えると
いうことがわかったのである。
その典型例が，納豆メーカーかじのやから提供された冬のシーズン限定で売り出される納豆の新
商品開発であった。学生達の活躍はめざましく，そのアイディアが新商品として結実した。
このときの記者会見の記事は，朝日新聞，読売新聞を始め多くの新聞に掲載された。
http : //www.senshu-u.ac.jp/koho/ns-web/０６１２/０６１２‐０１‐０２.html
２００７年にはキャリアノートを作成し，学生一人一人に持たせた。その冒頭部分を以下に転載す
る。
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今これを読んで気づくことがある。自分にとってキャリア教育とは企業家教育とつながっていた
ということである。キャリア教育の目標を示す図 Dは，企業家機能を示す図 Bと相似形である。
図 Dは人間力を普遍的に示したもので，その力は様々な分野の仕事に示される。経済（ビジネス）
のみならず，政治，宗教，医療・福祉，地域などあらゆる仕事に必要な能力である。ビジネスの世
界にそれを当てはめると企業家機能となる。ただ，企業家機能の三つの側面は，一人の人間が高度
に併せ持つことは難しい。それぞれ異なる機能を備えた人間同士が市場を通じて出会い，つながり
あう必要がある。だからこそ市場は様々な分野で分厚く形成される必要がある。市場機能の円滑さ
や奥の深さが，経済の底力を支えるのである。日本で強化しなければならないのは，特に，労働市
場（人材市場）と資本市場である。日本的経営と銀行優位な金融市場（いずれも閉鎖的な人間関係
で縛りつける）はそれを阻害してきた。そのような慣行がやがて経済構造の根本的変化と市場経済
の浸透によって打ち崩され，市場経済の主人公として企業家の役割が浮かび上がるはずだというの
が，私の企業家論の結論であった。（『企業家とはなにか』２００４年，参照）
キャリア教育に対しては学者・知識人たちの間に批判的に構える人が多い。「大学は就職予備校
ではない」，「崇高なる教育の場に世の塵を持ち込んではならない」。そのような声は幾度も聞いて
きた。しかしだからこそ，大学教育は改革をしなければならないと私は痛切に思うのである。日本
の大学は表向き「学生本位の大学」と標榜するが，実態は「教員本位の大学」である。しかも大学
教員は，私の目から見ると，ビジネス不適合の人間がやたら多い。大学はそういった人間の吹き溜
まりである。私はそれが悪いとは思っていない。私もその一人である。しかし，その自覚をみな持
たなければならないと思う。被害者は学生である。大学に行ったばかりに，働く（仕事がしたい）
というモチベーションを失ってしまう学生がどれほどいるか。
一つ一つの仕事には，それぞれ社会的役割がある。にもかかわらず，「お前たち，社畜になるん
じゃないぞ！」と学生に一方のみを語る。しかし，一方しか語らないのは明らかに学生の将来のキャ
リアに対してネガティブな影響力を行使しているのである。「キャリア教育でいくら自己理解を促
しても，採用の扉を学生の側からこじ開けることなどできない。ドアノブは採用する企業の側にし
かついていない！」と進歩的知識人は皮肉を言う。その通りだと思う。しかし開くのを待つべきド
アは一つだけではない。いくつもある。それに気づかせるのがキャリア教育である。一つのドアが
開かなくてもくじけることはない。別のドアが開くかもしれない。人生は出会いなのだ。「偏差値
が如きでくじけるな！」それを語るのがキャリア教育の神髄なのだ。
では，キャリア教育を見据えた教育改革の方法とは何か。そのキーワードは「大学を開く」とい
うことである。その一つは，教室を教員の独占物にするのでなく，社会で活躍する様々な人たちを
招く場にもするということである。学生たちは，教員の話とは全く違う刺激を受ける。仕事に興味
を抱き始め，自分も何かできるかもしれないと思い始めるのである。
もう一つは，学生を大学の外に出すということ，つまり，社会とのつながりを学生時代に積極的
に持たせるということである。民間企業への長期のインターンシップもそうだが，それだけではな
い。様々なセミナーやイベントに参加させるというのも一つの方法である。東京に立地していれば
なおさらそれは戦略的に重要な方法となる。
昨年の９月，私立大学連盟主催の私立大学フォーラムというシンポジウムが開催された。私がそ
の企画立案と当日の運営責任者であった。ゲストは野田一夫氏と小杉俊哉氏であった。テーマは「起
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業家精神と日本の教育～教育改革の一つの視点～」であった。開催趣旨は以下の通りである。
日本人は起業意欲が弱いとこれまでもよく指摘されてきました。その原因が日本の教育の
在り方にあるということは当然考えられます。グローバル化に対応した人材育成がままなら
ないというのも，根は同じ可能性があります。日本の教育のどこが問題なのか？ビジネスの
世界を熟知すると同時に，教育に対してもご意見をお持ちの方々をお招きし，議論を深めま
す。
野田氏は，いくつも大学を立ち上げた大学のベンチャー経営者であるが，じつは，孫正義氏や澤
田秀雄氏たちが師と仰ぐお方でもある。おっしゃるには，孫君も澤田君も，日本の大学に行かなく
てよかった。だから，大成したんだ。一方，小杉氏は，大企業に働いても企業家精神の重要性を訴
えていらっしゃる方であるが，大学教員にはすべてビジネスの実務に携わる経験を何年か義務付け
るべきだと思いますという意見であった。私が感動したのは，お二人とも，前掲の日経新聞２００３年
７月２３日の大機小機の記事に即座に賛同されたことである。二人とも思いは同じだと意を強くした
次第である。
この研究は，平成２４年度専修大学長期国内研究員としての研究成果の一部である。
池本正純
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